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２０２３年 9月 26日 

近年、地球規模の気温上昇は様々な問題を引き起こしており、気候変動対策は全世界における  

喫緊の課題となっています。米国においても、ハリケーンによる洪水被害や、竜巻による家屋倒壊およ

び人命被害、異常高温による森林火災などの自然災害が頻発しており、国民の大きな関心事の 1 つと

なっています。特に、ミレニアル世代やジェネレーション Z と呼ばれる若い世代は、環境や人権、貧困、

ジェンダー差別などの社会問題に対する意識が高いことで知られています。これらの世代は商品や 

サービスを購入する際に、企業による社会問題に対する取組みを判断材料にする上、企業等が実態を

伴わず、あたかも環境に配慮した取組みをしているようみせかけるグリーンウォッシングに対しては

SNS を通じた不買運動を行うなど厳しい対応を行うため、企業にとっては自社のビジネス運営におい

ても気候変動対策の重要性は高まっています。本稿では、米国における消費者動向の観点から、環境

対策の重要性について解説したうえで、求められる企業行動や取組み事例について紹介します。 

１． 米国の消費市場について 

（１） 人口構成 

米国の総人口は、３億 3,145万人（2020年 4月時点）と中国、インドに次ぐ第３位となってい

ます（図表１）。性別では、女性 50.4％、男性 49.6％となっており、年齢別では、5歳未満が

5.6％、18歳未満が 21.7％、19歳～64歳が 55.4％、65歳以上が 17.3％となっています。

人種構成を見ると、白人をはじめ多様な人種により構成されており、継続的な移民の流入による

人口の増加が国家の原動力の一つとなっています（図表２） 。 
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【図表１】人口推移 【図表２】人種構成（2020 年 4 月） 

１．米国の消費市場について 

２．ミレニアル世代、Z世代の消費行動等について 

３．米国企業における環境経営事例の紹介 

【コラム】ESGを巡る米国の分断 

出所：米商務省国勢調査局 

（％） （百万人） 

出所：米商務省国勢調査局 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 
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